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若松商店街連合会プレミアム付電子商品券利用規約

若松商店街連合会プレミアム付電子商品券利用規約（以下、「本規約」という。）は、若松商店街連合会が
別に定める若松商店街連合会プレミアム付電子商品券発行要綱（以下、「発行要綱」という。）に基づき発行
する若松商店街連合会プレミアム付電子商品券（以下、「商品券」という。）の利用について、若松商店街連
合会（若松商店街連合会が商品券にかかる業務を委託する事業者を含む。以下、「発行者」という）と商品券
の利用者（商品券の利用を希望する者を含む。以下、「利用者」という。）との間の取り決めについて定める
ものです。発行者と利用者との間で用いる言語は、日本語とします。 
発行者は、商品券の販売及び発行、利用、管理、その他必要な業務を株式会社まちのわ（株式会社まちのわ
が業務の全部または一部を委託する事業者含む。以下、「受託者」という。）に委託し、受託者が提供するシ
ステムにより行います。 

第１条 （契約の成立） 
 商品券の利用申込みを持って利用者は本規約に同意したとみなされ、発行者と利用者との間の契約は成立し
たものとします。 

第２条 （遵守事項） 
利用者の遵守事項は以下に定めるものとします 
（１）本規約および発行要綱を遵守するものとします 
（２）本規約に定めのない事項及び本規約の解釈については発行者の指示に従うものとします 
（３）反社会的勢力と関係がないこと及び今後も関係をもたないことを確約するものとします 
（４）有効期限が過ぎた商品券の残高は失効することを承諾するものとします 
（５）商品券の利用は全て利用者本人によるものとみなされ、かかる結果については利用者が責任を負うもの
とします 

（６）商品券に関する問合せ、発行者が指定する問合せ先に行うものとします 
（７）原則として商品券残高が商品またはサービスの対価に満たない場合、決済することはできないものとし
ます 
※ただし、取扱店の判断により不足額を現金または取扱店が認める方法により支払いを認める場合は、
決済できるものとします 

（８） 複数の利用者が所有する商品券の残高を合算して決済することはできないものとします 
※ただし、生計を一にする家族が所有する商品券残高は、合算して決済に利用できるものとし、その際
に利用できる商品券の限度額は、商品券残高の合計額二十五万円までとします 

第３条 （禁止事項） 
１ 商品券で禁止する決済に関する事項は以下に定めるものとします 
（１）発行要綱第１７項「商品券が利用できない商品又はサービス」 
（２）事業用取引（仕入及び資産の購入等）、未払金、出資、投資 
（３）有効期間の開始日より前に開始された取引又は有効期限を超えて完了する取引 
（４）契約等により定期的に支払いが決まっている取引 
（５）非対面による取引、虚偽又は架空、事実に反する取引 
（６）金融取引（振込み、預入れ等） 
（７）発行者が本項第１号ないし第６号に準ずる又は不適切と判断する取引 
２ 商品券で禁止する利用に関する事項は以下に定めるものとします 
（１）商品券の残高を返金、換金等により現金化すること 
（２）商品券にかかる利用者の権利の全部又は一部を共用、貸与、譲渡、転売等をすること 
（３）商品券の全部又は一部を複製、複写、偽造、改変等すること 
（４）法令、裁判所の判決、決定、命令、又は法令上拘束力のある行政措置に違反すること 
（５）公の秩序又は善良の風俗を害するおそれのあること 
（６）他人の名義又は虚偽の利用者情報により、商品券を取得、所持、利用すること 
（７）発行者が本項第１号ないし第６号に準ずる又は不適切な利用であると判断すること 
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第４条 （利用者の責任） 
１ 商品券が盗難、偽造等により第三者に利用されないよう適切に管理するものとします 
２ 商品券の残高を管理し有効期限までに利用するものとします 
３ 商品券の紛失、破損等が発生した場合は、速やかに発行者に連絡し、発行者の指示に従って対処するもの
とします 
４ 決済額に修正が発生した場合は、対象となる当該店舗において正しい決済額に修正するものとします 
５ 利用者情報の更新、復旧等を行う場合は、発行者が指定する方法及び証明書類等により利用者本人が手続
きを行うものとします 
６ 有効期限を過ぎた商品券は、利用者が処分するものとします 

第５条 （連絡） 
１ 発行者は、商品券に関する連絡事項を公式ウェブサイトへの掲示及び発行者が適切と判断する方法により
告知するものとします 
２ 利用者は、利用者自身の責任で発行者からの商品券に関する連絡事項を入手するものとします 

第６条 （個人情報の取扱） 
１ 商品券の申込みにおいて取得した個人情報は、連絡、本人確認等商品券に係る業務にのみ利用します 
２ 個人情報は発行者と受託者の間で共有します。ただし、発行者が必要と判断する場合は北九州商工会議
所、福岡県、北九州市と共有します 
３ 法令により個人情報の開示請求を受けた場合は、法令に従い適切に対応します 

第７条 （規約の改定） 
 発行者は、その裁量で本規約及び発行要綱をいつでも改定できるものとし、特別な記載がある場合を除き改
定した日より有効とします 

第８条 （措置） 
１ 発行者は、利用者が本規約の各条項のいずれかに反する又は反する疑いがあると判断する場合は、商品券
の利用停止及び契約解除、その他法的措置を含め発行者が適切かつ必要と判断する措置を講じることができ
るものとします。なお、発行者が行う措置により商品券の残高は失効します。また、失効した商品券の残高
は返金できません 
２ 発行者は、利用者からの過剰な要求、恫喝、長時間拘束する行為等により発行者の事業活動に影響を及ぼ
すと判断する場合には前項に準じて厳正な対応を行います 

第９条 （免責事項） 
１ 発行者が、本規約に基づき利用者に対して行う措置に起因する如何なる損害、損失（以下、「損害等」と
いう）に対して、発行者は一切の責任を負わないものとします。これは、発行者がかかる損害等の発生の可
能性を通知され、又は知るべきであった場合であったか否かに関わりません 
２ 発行者は、天災地変、公衆衛生上の地域における疾病の蔓延、戦争・内乱・暴動、社会情勢の変化、その
他発行者の責に帰することのできない不可抗力、通信機器、回線もしくはコンピューター等の障害、その他
技術上又は営業上の判断等の理由により、商品券の発行を休止又は停止、終了、制限する場合があることを
利用者はあらかじめ承諾するものとします。また、この場合において利用者に逸失利益の消失を含む損害が
発生しても発行者はその損害に対する措置や賠償責任を負いません 
３ 取扱店と利用者、その他第三者との間の商品券利用に関する紛争については、当事者間で解決するものと
し発行者はその責任を負いません 

附則 
施行日 令和６年８月１日 


